
（単位　円）

科　　　目
固定資産 164,415,127,325 163,845,647,327 569,479,998

有形固定資産 103,066,485,249 101,159,372,927 1,907,112,322
土地 32,785,238,661 32,670,810,572 114,428,089
建物 50,839,487,740 52,098,343,392 1,258,855,652△  
構築物 1,597,144,340 1,780,542,784 183,398,444△    
教育研究用機器備品 2,587,246,819 2,848,144,824 260,898,005△    
管理用機器備品 107,629,152 118,848,854 11,219,702△     
図書 11,669,718,773 11,636,907,500 32,811,273
車両 1 1 0
建設仮勘定 3,480,019,763 5,775,000 3,474,244,763

特定資産 52,694,125,402 51,891,324,833 802,800,569
第３号基本金引当特定資産 26,358,990,373 24,819,903,644 1,539,086,729
退職給与引当特定資産 5,739,432,085 5,439,432,085 300,000,000
特定目的引当資産 3,253,322,557 2,789,608,717 463,713,840
施設設備整備引当特定資産 17,342,380,387 18,842,380,387 1,500,000,000△  

その他の固定資産 8,654,516,674 10,794,949,567 2,140,432,893△  
借地権 977,000 977,000 0
電話加入権 27,461,518 27,461,518 0
施設利用権 2 2 0
教育研究用ソフトウェア 30,204,460 30,491,342 286,882△        
管理用ソフトウェア 10,936,991 29,261,259 18,324,268△     
有価証券 103,036,749 103,036,749 0
収益事業元入金 1,759,918,908 3,652,198,453 1,892,279,545△  
長期貸付金 1,296,468,213 1,528,592,007 232,123,794△    
長期前払金 2,738,958 157,362 2,581,596
金銭の信託 5,422,230,145 5,422,230,145 0
保証金 527,000 527,000 0
預託金 16,730 16,730 0

流動資産 18,814,431,185 16,664,020,874 2,150,410,311
現金預金 17,799,562,989 15,763,571,641 2,035,991,348
未収入金 679,616,739 513,189,500 166,427,239
短期貸付金 216,177,058 252,848,668 36,671,610△     
前払金 118,333,028 132,772,358 14,439,330△     
立替金 741,371 1,638,707 897,336△        

資産の部合計 183,229,558,510 180,509,668,201 2,719,890,309

科　　　目
固定負債 9,366,294,022 9,456,660,095 90,366,073△     

長期未払金 5,791,848 13,525,475 7,733,627△      
退職給与引当金 9,360,502,174 9,443,134,620 82,632,446△     

流動負債 9,415,541,808 12,014,871,057 2,599,329,249△  
未払金 719,254,498 2,086,259,907 1,367,005,409△  
前受金 5,816,441,600 5,460,039,000 356,402,600
預り金 2,879,845,710 4,468,572,150 1,588,726,440△  

負債の部合計 18,781,835,830 21,471,531,152 2,689,695,322△  

科　　　目
基本金 192,161,204,901 187,286,154,844 4,875,050,057

第１号基本金 163,488,214,528 160,152,251,200 3,335,963,328
第３号基本金 26,358,990,373 24,819,903,644 1,539,086,729
第４号基本金 2,314,000,000 2,314,000,000 0

繰越収支差額 27,713,482,221△ 28,248,017,795△ 534,535,574
翌年度繰越収支差額 27,713,482,221△ 28,248,017,795△ 534,535,574

純資産の部合計 164,447,722,680 159,038,137,049 5,409,585,631
負債及び純資産の部合計 183,229,558,510 180,509,668,201 2,719,890,309

貸借対照表
2022年 3月31日

資産の部

本年度末 前年度末 増　　減

負債の部

本年度末 前年度末 増　　減

純資産の部

本年度末 前年度末 増　　減



[注記事項]

1 重要な会計方針

（1）引当金の計上基準

徴収不能引当金

…貸付金の徴収不能に備えるため、一般債権については徴収不能実績率により、徴収不能懸念債権については個別に見積もった

徴収不能見込額を計上している。

退職給与引当金

…退職金の支給に備えるため、私立大学退職金財団の退職資金交付対象となっている本部、大学、短大の教職員については、期末

要支給額9,351,822,380円の100％を基にして、同財団に対する掛金の累積額と交付金の累積額との繰り入れ調整額を加減した金額

を計上している。高等部から幼稚園の教職員については、期末要支給額2,064,677,360円の100％を計上している。役員については

期末要支給額69,414,620円の100％を計上している。

（2）その他の重要な会計方針

有価証券の評価基準及び評価方法

…有価証券の評価基準及び評価方法は移動平均法に基づく原価法である。

預り金その他経過項目に係る収支の表示方法

…預り金、立替金に係る収入と支出は相殺して表示している。

学生寮その他教育活動に付随する活動に係る収支の表示方法

…補助活動に係る収支は総額で表示している。

2 重要な会計方針の変更等

…記載すべき事項はない。

3 減価償却額の累計額の合計額 円

4 徴収不能引当金の合計額 円

5 担保に供されている資産の種類及び額

…記載すべき事項はない。

6 翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額 円

7 当該会計年度の末日において第4号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

…第4号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

8 その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

（1）有価証券等（金銭信託を含む）の時価情報

①総括表

以下の複合金融商品を保有している。

   ※ 為替連動債（貸借対照表計上額 250,000,000円、時価 253,475,000円、差額 3,475,000円）

なお、金融派生商品の評価損益については、上記差額に含まれている。

②明細表

62,230,010,055

9,286,220

146,683,191

　　株　　式 1,066,135 1,366,463,660

合　　　　計 38,735,533,183 47,661,510,410

総　　　　合　　　　計 38,838,569,932

　　時価が貸借対照表計上額を超えないもの 10,600,000,000 9,976,491,849

（単位：円）

当年度（2022年 3月31日）

貸借対照表計上額 時　　　　価 差　　　　額

　　時価が貸借対照表計上額を超えるもの※ 28,135,533,183 37,685,018,561 9,549,485,378

△ 623,508,151

合　　　　計 38,735,533,183 47,661,510,410 8,925,977,227

　　時価のない有価証券 103,036,749

1,365,397,525

　　金　　銭　　信　　託 38,484,467,048 46,041,571,750 7,557,104,702

　　貸　　付　　信　　託 -                          -                          -                          

（単位：円）

種類
当年度（2022年 3月31日）

貸借対照表計上額 時　　　　価 差　　　　額

　　債　　券 250,000,000 253,475,000 3,475,000

8,925,977,227

　　時価のない有価証券 103,036,749

総　　　　合　　　　計 38,838,569,932



（2）学校法人の出資による会社に係る事項

当学校法人の出資割合が総出資額の2分の1以上である会社の状況は次のとおりである。

①

株式会社　アイビー・シー・エス

食堂経営、損害保険代理業、教科書・教材・学用品等の販売、警備・保安業務他

総資本金額に占める割合100％

円 株

円 株

円 株

（単位：円）

学校法人は当該会社について債務保証を行っていない。

②

青山学院ヒューマン・イノベーション・コンサルティング株式会社

産・官・学の協働事業に関わる調査解析、事業開発・推進、ならびにコンサルティング業務他

総資本金額に占める割合62.5％

円 株

（単位：円）

（単位：円）

学校法人は当該会社について債務保証を行っていない。

（3）偶発債務

…記載すべき事項はない。

（4）所有権移転外ファイナンス・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引は次のとおりである。

2009年4月1日以降に開始したリース取引

円 円

円 円

円 円

名　　　　称

事 業 内 容

資   本   金

学校法人の

  出資状況

100,000,000円

100,000,000円

200,000株

200,000株

当期中に学校
法人が受け入
れた配当及び
寄附の金額並
びに学校法人
との資金、取
引等の状況

当該会社からの受入額

雑収入 4,239,703

共益費 4,935,744

1968年12月6日 15,000,000 30,000

1986年3月25日 15,000,000 30,000

出資の状況

当該会社への支払額

2002年12月10日 70,000,000 140,000

家賃

管理経費等 185,585,551 図書

23,166,709

施設設備利用料 11,403,082 寄付金 84,470

合　　計 43,829,708

2,694,462

教育研究経費 1,156,297,984 備品 25,682,462

100,000,000 0 0 100,000,000

教管共通経費 451,765,769 合　　計 1,822,026,228

（単位：円）

2,393,792

保 証 債 務

当該会社への立替金 1,612,468 6,208,742 7,159,233 661,977

当該会社への未払金 39,247,809 39,247,809 17,381,630 17,381,630

当該会社からの未収入金 160,151 2,393,792

家賃 550,000

  出資状況

出資の状況

200株

160,151

16,000,000円

10,000,000円

320株資   本   金

学校法人の

名　　　　称

事 業 内 容

期首残高 資金支出等 資金収入等 期末残高

当該会社への出資金等

期首残高 資金支出等 資金収入等 期末残高

2008年12月4日 10,000,000

教 育 研 究 用 用 品 165,551,040 16,555,104

未経過リース料期末残高

教 育 研 究 用 機 器 備 品 40,578,558 14,422,202

車 両 7,346,352 1,759,780

当該会社からの前受金 55,000 55,000 0

200

当期中に学校
法人が受け入
れた配当及び
寄附の金額並
びに学校法人
との資金、取
引等の状況

当該会社からの受入額

当該会社への未払金 0 0 55,000 55,000

リース物件の種類 リース料総額

0

保 証 債 務

10,000,000

当該会社への立替金 16,239 135,567 151,806 0

当該会社への出資金等 10,000,000 0 0



（5）関連当事者との取引

…記載すべき事項はない。

（6）後発事象

…記載すべき事項はない。

（7）本学の年金制度については、1974年4月1日以降就任者の制度適用を中止し、年金制度加入者においては、1999年7月1日

現在在職する教職員がそれ以降退職した場合は、終身年金ではなく、確定年金（一時金又は年数限定年金）に変更している。

当該制度における年金信託契約に基づく年金資産は、2022年3月31日現在2,197百万円で、責任準備金は数理計算の都合上

前期末の2021年3月31日現在2,738百万円となっている。なお、上記の責任準備金と年金資産との差額については、2006年度

より15年間で解消する措置をとっていたが、平成27年国勢調査に基づく完全生命表更新に伴い責任準備金が増加したため、

2017年度に期間を2年延長することとした。


